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発テロが、BCP/BCM の推進を加速させ、2005 年 8 月のハリケーン・カトリー
ナによる大災害が契機となり、BCP/BCM の対象をあらゆる緊急事態に広げる
動きが強まっている。また、拠点ごとの防災対策だけでなく、取引先やその取
引先までを含めたサプライチェーン全体を対象としている点も、BCP/BCM の
特徴の一つである。わが国でも、多くの人々が大震災を経験したことで、その
重要性を肌身で感じ、同時に、その課題も再認識するようになったのではない
だろうか。

そして、東日本大震災から半年以上が過ぎ、製品・サービスの供給体制が整
いつつあった頃、今度は、タイの大洪水が日本企業のサプライチェーンを大き
く揺るがしている。企業は、当面の対策を講じつつ、グローバルな工場立地や
部品ベンダーの選定、適正在庫の持ち方など、中長期的な視点からの見直しを
進めなければならない状況に再び立たされているのである。

さて、今号では「社会インフラと BCP/BCM」を特集テーマとして取り上げた。
東日本大震災では、電力や水道、ガス、鉄道などの社会インフラが機能停止

を余儀なくされ、多くの市民や企業に深刻な影響を及ぼすこととなり、社会イ
ンフラに関わる事業の継続が、今後の重大な課題として注目されているからで
ある。また、日立グループは、電力や上下水道、交通、情報通信、金融システ
ムなど数多くの分野で、社会インフラ事業者のサプライチェーンに深く係って
おり、企業の社会的責任の視点からも、対策を検討する必要があると考えたか
らである。

今号の特集が、東日本大震災に伴う危機を乗り越え、よりよい社会インフラ
基盤を構築するための参考となれば幸いである。

そして、被災地域・被災された方々の一日も早い復興をお祈りする。
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